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第一部 【企業情報】
　

第１ 【企業の概況】
　

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次

第78期

第３四半期

連結累計期間

第79期

第３四半期

連結累計期間

第78期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2023年４月１日
至 2023年12月31日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 12,620,405 12,303,798 17,148,448

経常利益 (千円) 258,142 284,156 397,429

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 218,423 181,191 327,883

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 70,509 865,672 384,630

純資産額 (千円) 10,688,078 11,743,481 11,002,199

総資産額 (千円) 18,953,447 19,720,879 19,551,112

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 14.09 11.69 21.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 55.9 59.1 55.8

回次

第78期

第３四半期

連結会計期間

第79期

第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

自 2023年10月１日
至 2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 7.78 5.70

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】
　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識

している主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変

更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済社会活動の正常化を反映して、個人消費に持ち直しが見

られるなど景気は緩やかな回復基調が見受けられました。一方で、グローバルでの地政学リスクやインフレに伴う

金融引き締めなどによる景気減速リスクは依然として高く、日本国内においては、急速な円安による経済への悪影

響や物価高が懸念材料となるなど、先行きの不透明な状況で推移しております。

印刷業界におきましては、情報媒体のデジタルシフトによるペーパーメディアの需要減少、競争の激化、価格の

低迷という構図が長期にわたり継続していることに加え、原材料やエネルギー価格をはじめとした諸物価の高騰等

も重なり依然として厳しい経営環境が続いております。

このような環境下にあって当社グループは、2025年に向けた90周年スローガン「Challenge for Change 2025 ～

変革への挑戦～」のフェーズ２となるメインテーマとして前年度より「One Sun Messe」を掲げ、更なる事業成長と

企業価値向上を実現できるよう努めております。なお、今年度の基本戦略のテーマを『変わる、変える。』として、

稼ぐ会社に変わるための具体的な施策を推進してまいります。また、地球環境ならびに社会の持続的発展と、グル

ープ全体の持続的成長を両立していくためのサステナビリティ経営につきましても、企業として具体的な取り組み

を継続して推し進めてまいります。

以上の結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は123億３百万円（前年同期比2.5％減）、営業利益は１

億43百万円（前年同期比11.2％増）、経常利益は２億84百万円（前年同期比10.1％増）、親会社株主に帰属する四

半期純利益は１億81百万円（前年同期比17.0％減）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①印刷事業

一般商業印刷物の売上高は、カタログなどの増加により92億58百万円（前年同期比2.9％増）となりまし

た。また、包装印刷物の売上高は、パッケージなどの減少により18億61百万円（前年同期比10.2％減）、出

版印刷物の売上高は６億76百万円（前年同期比5.7％減）、合計売上高は117億95百万円（前年同期比0.1％

増）となり、営業利益は１億６百万円（前年同期は営業損失８百万円）となりました。

②イベント事業

イベント事業につきましては、前期において増注となったコロナ関連事業が今期には大幅に減少したこと

の影響等により売上高は５億７百万円（前年同期比39.0％減）となり、営業利益は34百万円（前年同期比

74.5％減）となりました。

また、財政状態につきましては、資産の部は、受取手形、売掛金及び契約資産が５億14百万円、電子記録債権が

１億89百万円、繰延税金資産が３億55百万円それぞれ減少しましたが、現金及び預金が５億４百万円、投資有価証

券が８億42百万円それぞれ増加したこと等により、前連結会計年度末と比べて１億69百万円増加し、197億20百万円

となりました。

負債の部は、支払手形及び買掛金が３億48百万円、賞与引当金が２億７百万円それぞれ減少したこと等により、

前連結会計年度末と比べて５億71百万円減少し、79億77百万円となりました。

純資産の部は、その他有価証券評価差額金が６億86百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べて７

億41百万円増加して117億43百万円となりました。
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(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(3) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

② 【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(2023年12月31日)

提出日現在発行数(株)

(2024年２月14日)

上場金融商品取引所名

又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 17,825,050 17,825,050
東京証券取引所

スタンダード市場
単元株式数100株

計 17,825,050 17,825,050 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

2023年10月１日～

2023年12月31日
－ 17,825,050 － 1,236,114 － 1,049,534

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2023年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

(2023年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)

(注１)
普通株式 2,328,100 － －

完全議決権株式(その他)

(注２)
普通株式 15,493,100 154,931 －

単元未満株式 普通株式 3,850 － －

発行済株式総数 17,825,050 － －

総株主の議決権 － 154,931 －

(注) １．「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、すべて当社所有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、株式会社証券保管振替機構名義の株式1,100株が含まれてお

り、同欄の議決権の数には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。

② 【自己株式等】

(2023年12月31日現在)

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数の

合計(株)

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合(％)

サンメッセ株式会社
岐阜県大垣市久瀬川町

７丁目５番地の１
2,328,100 ― 2,328,100 13.06

計 － 2,328,100 ― 2,328,100 13.06

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2023年10月１日から2023年

12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、監査法人東海会計社による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,966,612 2,471,077

受取手形、売掛金及び契約資産 3,719,464 ※1 3,204,976

電子記録債権 671,793 ※1 482,254

商品及び製品 91,778 95,468

仕掛品 464,571 492,731

原材料及び貯蔵品 125,871 165,690

その他 112,409 133,256

貸倒引当金 △9,984 △3,054

流動資産合計 7,142,516 7,042,401

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,436,402 2,347,390

機械装置及び運搬具（純額） 2,047,517 1,995,457

土地 3,283,192 3,283,192

建設仮勘定 96,525 41,265

その他（純額） 102,225 91,832

有形固定資産合計 7,965,863 7,759,138

無形固定資産

その他 70,406 61,918

無形固定資産合計 70,406 61,918

投資その他の資産

投資有価証券 3,650,196 4,492,301

繰延税金資産 479,096 124,040

その他 264,096 275,181

貸倒引当金 △21,062 △34,103

投資その他の資産合計 4,372,326 4,857,421

固定資産合計 12,408,596 12,678,477

資産合計 19,551,112 19,720,879
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,902,095 1,553,934

電子記録債務 305,096 383,562

短期借入金 1,530,000 1,550,000

1年内償還予定の社債 - 100,000

1年内返済予定の長期借入金 59,517 -

未払法人税等 60,327 17,617

賞与引当金 449,165 241,323

その他 1,016,252 996,212

流動負債合計 5,322,454 4,842,650

固定負債

社債 100,000 -

長期借入金 60,683 50,000

役員退職慰労引当金 226,908 238,599

退職給付に係る負債 2,826,555 2,835,786

その他 12,312 10,362

固定負債合計 3,226,458 3,134,747

負債合計 8,548,913 7,977,398

純資産の部

株主資本

資本金 1,236,114 1,236,114

資本剰余金 1,049,534 1,049,534

利益剰余金 8,286,597 8,343,813

自己株式 △1,162,491 △1,162,491

株主資本合計 9,409,755 9,466,971

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,422,476 2,109,222

為替換算調整勘定 10,137 15,509

退職給付に係る調整累計額 74,376 59,116

その他の包括利益累計額合計 1,506,991 2,183,848

非支配株主持分 85,453 92,661

純資産合計 11,002,199 11,743,481

負債純資産合計 19,551,112 19,720,879
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

売上高 12,620,405 12,303,798

売上原価 10,125,250 9,800,277

売上総利益 2,495,155 2,503,520

販売費及び一般管理費 2,366,256 2,360,178

営業利益 128,899 143,341

営業外収益

受取利息 478 377

受取配当金 87,593 98,568

不動産賃貸料 49,511 48,526

その他 11,602 12,228

営業外収益合計 149,185 159,700

営業外費用

支払利息 6,712 6,287

不動産賃貸費用 12,883 12,575

投資有価証券評価損 335 -

その他 11 22

営業外費用合計 19,942 18,885

経常利益 258,142 284,156

特別利益

固定資産売却益 23,113 150

投資有価証券売却益 116 323

助成金収入 - 193

受取保険金 33,449 -

過年度消費税等還付額 14,220 -

特別利益合計 70,900 666

特別損失

固定資産廃棄損 614 357

投資有価証券償還損 - 5,177

特別損失合計 614 5,535

税金等調整前四半期純利益 328,428 279,287

法人税、住民税及び事業税 56,532 20,123

法人税等調整額 58,797 76,405

法人税等合計 115,330 96,528

四半期純利益 213,098 182,758

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

△5,325 1,566

親会社株主に帰属する四半期純利益 218,423 181,191
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年12月31日)

四半期純利益 213,098 182,758

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △156,727 686,745

為替換算調整勘定 19,590 11,428

退職給付に係る調整額 △5,452 △15,260

その他の包括利益合計 △142,589 682,913

四半期包括利益 70,509 865,672

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 65,451 858,048

非支配株主に係る四半期包括利益 5,057 7,623
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※1. 四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権の会計処理については、手形交換日及び決済日をもって決済

処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形及

び電子記録債権が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

前連結会計年度

(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間

(2023年12月31日)

受取手形 ―千円 33,846千円

電子記録債権 ―千円 14,627千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産及び投資その他の資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりで

あります。

前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日

至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日

至 2023年12月31日)

減価償却費 512,965千円 470,311千円

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自2022年４月１日 至2022年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月20日

取締役会
普通株式 61,987 4.0 2022年３月31日 2022年６月10日 利益剰余金

2022年11月４日

取締役会
普通株式 46,490 3.0 2022年９月30日 2022年12月９日 利益剰余金

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自2023年４月１日 至2023年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月12日

取締役会
普通株式 61,987 4.0 2023年３月31日 2023年６月12日 利益剰余金

2023年11月１日

取締役会
普通株式 61,987 4.0 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自2022年４月１日 至2022年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２印刷事業 イベント事業 合計

売上高

　一般商業印刷物 8,998,875 ― 8,998,875 ― 8,998,875

　包装印刷物 2,072,068 ― 2,072,068 ― 2,072,068

　出版印刷物 717,223 ― 717,223 ― 717,223

　イベント ― 832,238 832,238 ― 832,238

　顧客との契約から生じる収益 11,788,167 832,238 12,620,405 ― 12,620,405

外部顧客への売上高 11,788,167 832,238 12,620,405 ― 12,620,405

セグメント間の内部売上高
又は振替高

7,752 1,434 9,186 △9,186 ―

計 11,795,919 833,672 12,629,592 △9,186 12,620,405

セグメント利益又は損失（△） △8,338 134,431 126,093 2,805 128,899

(注) １．セグメント利益又は損失の調整額2,805千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自2023年４月１日 至2023年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２印刷事業 イベント事業 合計

売上高

　一般商業印刷物 9,258,207 ― 9,258,207 ― 9,258,207

　包装印刷物 1,861,650 ― 1,861,650 ― 1,861,650

　出版印刷物 676,129 ― 676,129 ― 676,129

　イベント ― 507,811 507,811 ― 507,811

　顧客との契約から生じる収益 11,795,987 507,811 12,303,798 ― 12,303,798

外部顧客への売上高 11,795,987 507,811 12,303,798 ― 12,303,798

セグメント間の内部売上高
又は振替高

8,017 1,339 9,357 △9,357 ―

計 11,804,004 509,151 12,313,156 △9,357 12,303,798

セグメント利益 106,202 34,333 140,535 2,805 143,341

(注) １．セグメント利益の調整額2,805千円は、セグメント間取引消去であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第３四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日

至 2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日

至 2023年12月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 14.09 11.69

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 218,423 181,191

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

(千円)
218,423 181,191

普通株式の期中平均株式数(株) 15,496,888 15,496,888

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

2023年11月１日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

中間配当による配当金の総額・・・・・・・・61,987千円

１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・４円

支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・2023年12月11日

（注）2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2024年２月13日

サンメッセ株式会社

取 締 役 会 御中

監査法人 東海会計社

愛知県名古屋市

　代表社員
　業務執行社員

公認会計士 　大 島 幸 一

　代表社員
　業務執行社員

公認会計士 　安 島 進 市 郎

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンメッセ株式

会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュ

ーを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンメッセ株式会社及び連結子会社の2023年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての

重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


